
【様式第1号】

自治体名：都留市

会計：連結会計 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 109,948,698,689   固定負債 28,757,945,622

    有形固定資産 100,894,671,551     地方債等 21,181,561,263

      事業用資産 69,420,323,568     長期未払金 38,424,586

        土地 48,145,435,518     退職手当引当金 2,754,642,031

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 230,529,000     その他 4,783,317,742

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 4,148,478,885

        建物 42,590,278,828     １年内償還予定地方債等 2,602,369,052

        建物減価償却累計額 -24,824,963,778     未払金 758,162,648

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 5,616,463,487     前受金 5,095,929

        工作物減価償却累計額 -2,423,429,887     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 286,877,110

        船舶 -     預り金 428,329,270

        船舶減価償却累計額 -     その他 67,644,876

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 32,906,424,507

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 113,197,104,981

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -27,904,131,242

        航空機 -   他団体出資等分 2,107,175

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 86,010,400

      インフラ資産 27,845,629,085

        土地 4,390,329,031

        土地減損損失累計額 -

        建物 362,901,478

        建物減価償却累計額 -126,841,011

        建物減損損失累計額 -

        工作物 50,571,317,756

        工作物減価償却累計額 -27,789,174,936

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 437,096,767

      物品 7,214,942,359

      物品減価償却累計額 -3,586,223,461

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 2,340,633,302

      ソフトウェア 135,835,177

      その他 2,204,798,125

    投資その他の資産 6,713,393,836

      投資及び出資金 78,930,181

        有価証券 29,514,181

        出資金 44,416,000

        その他 5,000,000

      長期延滞債権 273,184,604

      長期貸付金 100,000,000

      基金 6,253,846,818

        減債基金 -

        その他 6,253,846,818

      その他 44,737,467

      徴収不能引当金 -37,305,234

  流動資産 8,252,806,732

    現金預金 3,124,571,343

    未収金 751,541,212

    短期貸付金 -

    基金 3,248,406,292

      財政調整基金 3,227,280,220

      減債基金 21,126,072

    棚卸資産 1,129,992,367

    その他 7,394,698

    徴収不能引当金 -9,099,180

  繰延資産 - 純資産合計 85,295,080,914

資産合計 118,201,505,421 負債及び純資産合計 118,201,505,421

連結貸借対照表
（令和3年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：都留市

会計：連結会計 （単位：円）

    資産売却益 39,561,820

    その他 310,828

純行政コスト 22,618,998,886

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 69,348,306

  臨時利益 39,872,648

  臨時損失 95,074,006

    災害復旧事業費 25,419,700

    資産除売却損 306,000

    使用料及び手数料 3,437,295,252

    その他 4,672,181,212

純経常行政コスト 22,563,797,528

      社会保障給付 9,353,001,240

      その他 75,301,255

  経常収益 8,109,476,464

        その他 302,628,788

    移転費用 15,213,407,052

      補助金等 5,785,104,557

      その他の業務費用 548,480,334

        支払利息 205,905,951

        徴収不能引当金繰入額 39,945,595

        維持補修費 479,424,069

        減価償却費 2,680,696,991

        その他 86,114,649

        その他 1,178,213,760

      物件費等 8,249,014,196

        物件費 5,002,778,487

        職員給与費 4,771,409,935

        賞与等引当金繰入額 285,865,154

        退職手当引当金繰入額 426,883,561

  経常費用 30,673,273,992

    業務費用 15,459,866,940

      人件費 6,662,372,410

連結行政コスト計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

自治体名：都留市

会計：連結会計 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 84,648,725,994 100,669,273,284 -16,022,544,379 1,997,089

  純行政コスト（△） -22,618,998,886 -22,619,108,972 110,086

  財源 23,311,790,471 23,311,790,471 -

    税収等 11,791,445,519 11,791,445,519 -

    国県等補助金 11,520,344,952 11,520,344,952 -

  本年度差額 692,791,585 692,681,499 110,086

  固定資産等の変動（内部変動） 584,929,925 -584,929,925

    有形固定資産等の増加 2,293,009,518 -2,293,009,518

    有形固定資産等の減少 -2,686,041,867 2,686,041,867

    貸付金・基金等の増加 1,913,906,149 -1,913,906,149

    貸付金・基金等の減少 -935,943,875 935,943,875

  資産評価差額 -455,592 -455,592

  無償所管換等 11,938,823,758 11,938,823,758

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 32,216,950 41,949,255 -9,732,305 -

  その他 -12,017,021,781 -37,415,649 -11,979,606,132

  本年度純資産変動額 646,354,920 12,527,831,697 -11,881,586,863 110,086

本年度末純資産残高 85,295,080,914 113,197,104,981 -27,904,131,242 2,107,175

連結純資産変動計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日



【様式第4号】

自治体名：都留市

会計：連結会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 260,218,892

本年度歳計外現金増減額 6,751,608

本年度末歳計外現金残高 266,970,500

本年度末現金預金残高 3,124,571,343

財務活動収支 -190,026,837

本年度資金収支額 221,178,993

前年度末資金残高 2,636,235,244

比例連結割合変更に伴う差額 186,606

本年度末資金残高 2,857,600,843

    地方債等償還支出 2,579,544,182

    その他の支出 165,386,688

  財務活動収入 2,554,904,033

    地方債等発行収入 2,315,200,000

    その他の収入 239,704,033

    資産売却収入 39,584,839

    その他の収入 311,130,494

投資活動収支 -2,486,098,180

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,744,930,870

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,421,476,289

    国県等補助金収入 418,782,118

    基金取崩収入 565,579,863

    貸付金元金回収収入 86,398,975

  投資活動支出 3,907,574,469

    公共施設等整備費支出 2,225,878,594

    基金積立金支出 1,681,560,875

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 135,000

    災害復旧事業費支出 25,419,700

    その他の支出 16,138,196

  臨時収入 4,828

業務活動収支 2,897,304,010

【投資活動収支】

    税収等収入 11,575,076,478

    国県等補助金収入 11,122,236,248

    使用料及び手数料収入 3,313,817,611

    その他の収入 4,441,161,909

  臨時支出 41,557,896

    移転費用支出 15,182,473,542

      補助金等支出 5,782,262,232

      社会保障給付支出 9,353,001,240

      その他の支出 47,210,070

  業務収入 30,452,292,246

    業務費用支出 12,330,961,626

      人件費支出 6,397,441,687

      物件費等支出 5,441,260,536

      支払利息支出 205,905,950

      その他の支出 286,353,453

連結資金収支計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 27,513,435,168



１．重要な会計方針

　(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法
　　①有形固定資産・・・取得原価
　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次の通りです。
　　　　ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価
　　　　　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
　　　　イ．昭和60年度以後に取得したもの
　　　　　　取得原価が判明しているもの・・・取得原価
　　　　　　取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価
　　　　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
　　②無形固定資産・・・取得原価
　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次の通りです。
　　　　取得原価が判明しているもの・・・取得原価
　　　　取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価
　　
　(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
　　①満期保有目的有価証券・・・・・償却原価法（定額法）
　　②満期保有目的以外の有価証券
　　　　ア．市場価格のあるもの・・・会計年度における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）
　　　　イ．市場価格のないもの・・・取得原価
　　③出資金
　　　　ア．市場価格のあるもの・・・会計年度における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）
　　　　イ．市場価格のないもの・・・出資金額

　(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　①原材料、商品、貯蔵品等・・・・・先入先出法による原価法
　　　ただし、一部の連結対象団体（株式会社、都留市土地開発公社）においては、最終仕入原価法によっています。
　　②販売用土地・・・・・地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第４条第２項各号に掲げる方法。

　(４)有形固定資産等の減価償却の方法
　　①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法
　　　なお、主な耐用年数は以下の通りです。
　　　　建物　　30年～60年
　　　　工作物　10年～40年
　　　　物品　　 3年～18年
　　　　ただし、一部の連結対象団体（一般財団法人）は、定率法を採用しています。
　　②無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法
　　　　（ソフトウエアについては、当町における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）
　　③リース資産
　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を
　　　　除きます。）・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法。
　　　
　(５)引当金の計上基準及び算定方法
　　①投資損失引当金

　　　市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と
　　　取得価額との差額を計上しています。
　　②徴収不能引当金

　　　未収金については、過去の平均不納欠損率または個別に回収可能性を検討し、徴収不能見込額を計上しています。
　　　長期延滞債権については、過去の平均不納欠損率または個別に回収可能性を検討し、徴収不能見込額を計上しています。
　　③退職手当引当金

　　　期末自己都合要支給額を計上しています。
　　④賞与等引当金

　　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を
　　　計上しています。

　(６)リース取引の処理方法
　　①ファイナンス・リース取引

　　　　ア．所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース及びリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を
　　　　　　除きます。）
　　　　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　　　　イ．ア以外のファイナンス・リース取引
　　　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　　②オペレーティング・リース取引
　　　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　(７)消費税等の会計処理
　　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
　　ただし、一部の連結対象団体（水道事業会計、簡易水道事業会計、下水道事業会計及び病院事業会計）については、税抜方式によっています。

２．重要な会計方針の変更等
　該当はありません。

３．重要な後発事象
　該当はありません。

４．偶発債務
　該当はありません。

連結財務書類に対する注記



５．追加情報
　(１)連結対象団体（会計）は次の通りです。

区分 連結の方法 連結割合
一部事務組合 比例連結 下記参照

広域連合 比例連結 3.18%
一部事務組合 比例連結 52.02%

広域連合 比例連結 32.72%
開発公社 全部連結 -

一般財団法人 全部連結 -
公立大学法人 全部連結 -

株式会社 全部連結 -
株式会社 比例連結 30%

　　　連結の方法は次の通りです。

①地方公営企業会計とその他の特別会計は、すべて全部連結の対象としています。

②一部事務組合・広域連合等は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。

③山梨県市町総合事務組合については、各事務区分ごとに比例連結割合を算出して合計額で連結処理をしております。
電子（電子申請） 3.814273%
電子（セキュリティクラウド） 7.426855%
電子（財務会計・第２期） 12.414462%
電子（校務システム） 3.904228%
電子（教育情報セキュリティクラウド） 0.842374%
管財 3.794138%
研修 3.530468%
処分場 5.622601%
入札 3.513795%

④第三セクター等は、出資割合等が50％を超える団体（種子割合等が50％以下であっても業務運営に実質的な立場を確保している団体を含みます。）は、
全部連結の対象としています。
　また、いずれの地方公共団体にとっても全部連結の対象とならない第三セクター等については、出資割合等や活動実績等に応じて、比例連結の対象としていま
　ただし、出資割合が25％未満であって、損失補償を付している等の重要性がない場合は、比例連結の対象としていない場合があります。

　(２)出納整理期間

　　　　地方自治法第235条の５に基づき、出納整理期間を設けられてい会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって
　　　会計年度末の計数としています。
　　　　なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払があった場合は、現金の受払い等が終了
　　　ものとして調整しています。

　　(３)表示単位未満の取扱い
　　　　百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

都留市土地開発公社
一般財団法人都留楽友協会
公立大学法人都留文科大学

株式会社都留市観光振興公社
株式会社せんねんの里つる

山梨県東部広域連合

団体名
山梨県市町村総合事務組合

山梨県後期高齢者医療広域連合
大月都留広域事務組合
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